
 

第３ 政府に対する意見（調査結果） 

 衆議院情報監視審査会は、本報告書における対象期間中、数次にわたる調査を

行うとともに、委員間で活発な議論を行った。 

 その結果、当審査会は、政府の特定秘密の指定・解除及び適性評価の実施状況

に対する意見として、以下のとおり合意した。 

 

１ 政府に対する意見 

 衆議院情報監視審査会は、政府に対し、引き続き当審査会をはじめとした立

法府に対する説明責任を十分果たすとともに、当審査会において指摘を行った

事項及び以下に記した意見について、早急に対応することを強く求める。なお、

これまでの審査会意見に対しても同様である。 

 本意見に対し、政府が具体的な対応を行わない場合、必要に応じて国会法第

102 条の 16 第１項に基づく勧告32を行うものとする。 

 

１ 当審査会への対応状況関係 

  各行政機関は、改正運用基準に鑑み、当審査会がその調査に関し特定秘密

の指定等の適正性を判断する過程において必要があると認め説明を求めた場

合には、特定秘密以外の不開示情報についても積極的に説明する等なお一層

真摯に対応すること。特に外務省は、当審査会がこれまでの年次報告書の意

見において、当審査会への対応の在り方の改善について重ねて指摘してきた

事実を改めて重く受け止め、改正運用基準の趣旨に沿った対応をすること。 

 

２ 指定管理簿関係 

  各指定行政機関においては、改正運用基準を踏まえ指定管理簿を修正する

場合には、指定要件の充足性等の判別が可能となる、より具体的な記述内容

となっているかどうかよく精査すること。また、内閣情報調査室は、各行政

機関において修正されたものについて、改正運用基準の趣旨が反映されてい

るか改めて精査し、必要と認められる場合には、再修正等適切な対応を求め

ること。 

 

                         
32 国会法第 102 条の 16 第１項において、「情報監視審査会は、調査の結果、必要があると認めるときは、

行政機関の長に対し、行政における特定秘密の保護に関する制度の運用について改善すべき旨の勧告を

することができる」こととされている。 
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３ 特定秘密文書の管理関係 

  特定秘密文書の不適切な管理に起因すると思われる誤廃棄事案が複数発生

していることから、各行政機関においては、これまで以上に緊張感をもって

特定秘密文書の管理に当たること。特に誤廃棄事案が発生した行政機関にお

いては、公文書管理制度などの所定の手続を経ず原本を含む特定秘密文書が

廃棄されたことを重く受け止め、改めて現場の業務従事者を含む全ての取扱

者に対し廃棄のための手続の周知徹底等の再発防止策を講じること。 

 

４ 適合事業者関係 

  適合事業者に特定秘密を提供等している行政機関においては、情報漏えい

の防止の観点から、引き続き適合事業者における秘密保持の体制の把握や適

性評価の実施状況の確実な確認等情報管理には万全を期すこと。 
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